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1. 18年 9月中間期の業績 （平成18年 4月 1日～平成18年 9月30日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 9月中間期        5,891    △0.5         241    30.9         196    30.2
17年 9月中間期        5,921    12.0         184    58.5         150    66.4

18年 3月期       11,706－          390－          380－

1株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益
％ 円 銭百万円

18年 9月中間期          333   153.3          11.64
17年 9月中間期          131－           5.37

18年 3月期          636－          24.21

(注 )1.期中平均株式数 18年 9月中間期     28,604,282株 17年 9月中間期     24,500,755株
18年 3月期     26,284,903株

2.会計処理の方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )財政状態

総 資 産 純 資 産 自 己 資 本 比 率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

18年 9月中間期       24,761       13,976     56.4        470.83
17年 9月中間期       23,603       12,317     52.2        485.25

18年 3月期       24,235       13,567     56.0        478.28

(注 )1.期末発行済株式数 18年 9月中間期     29,684,065株 17年 9月中間期     25,384,421株
18年 3月期     28,366,696株

2.期末自己株式数 18年 9月中間期         93,828株 17年 9月中間期         72,189株
18年 3月期         81,624株

2. 19年 3月期の業績予想 （平成18年 4月 1日～平成19年 3月31日）

売 上 高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円
通 期       12,300         450         660

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          23円 07銭

3. 配当状況

・ 現 金 配 当 １ 株 当 た り 配 当 金 ( 円 )

中 間 期 末 期 末 年 間
18年 3月期 － 6.00 6.00
19年 3月期(実 績 ) 3.00 －
19年 3月期(予 想 ) － 5.00 8.00

(注 )18年 9月中間期末配当金の内訳 記念配当 － 円 － 銭 特別配当 － 円 － 銭

※ 上 記 の 予 想 は 本 資 料 の 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、 実 際 の
　 業 績 は 、 さ ま ざ ま な リ ス ク 要 因 や 不 確 実 な 要 素 に よ り 、 記 載 の 予 想 と 異 な る 可 能 性 が あ り ま す 。 
※ 上 記 記 載 金 額 は 百 万 円 未 満 の 端 数 を 切 り 捨 て て 表 示 し て お り ま す 。
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１．中 間 貸 借 対 照 表 
（単位：百万円） 

前中間会計期間末 
 

（平成 17年 9月 30日） 

当中間会計期間末 
 

（平成 18年 9月 30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
（平成 18年 3月 31日） 

期 別  
 
 
科 目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

（資 産 の 部）  ％  ％  ％ 

Ⅰ流 動 資 産       

 現金及び預金 
 
受取手形 
 
売掛金 
 
たな卸資産 
 
その他 
 
貸倒引当金 

 
 
※5 
 
 
 
 
 
 

２，３２６ 
 
１１６ 
 

７，２５２ 
 
９４ 
 
４０５ 
 

△１８ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

２，８２４ 
 
１１１ 
 

７，７４０ 
 
１８１ 
 
５３０ 
 
△７ 

 ２，２６７ 
 
６９ 
 

７，７３０ 
 
１３２ 
 
５６８ 
 

△３４ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

流 動 資 産 合 計 １０，１７６ 43.1 １１，３８１ 46.0 １０，７３６ 44.3 

Ⅱ 固 定 資 産       

1.有形固定資産 ※1,2       

 リース用資産 
 
建物 
 
土地 
 
その他 

※3 
 

３，３２６ 
 

２，７１７ 
 

３，７８２ 
 
１０５ 

 ３，７８３ 
 

２，５６６ 
 

３，７８２ 
 
９３ 

 ３，５０４ 
 

２，６４１ 
 

３，７８２ 
 
９９ 

 

有形固定資産合計 ９，９３２ 42.1 １０，２２６ 41.3 １０，０２６ 41.4 

2.無形固定資産 ３６ 0.2 ３５ 0.1 ３５ 0.1 

3.投資その他の資産       

 関係会社株式 
 
その他 

 
 
 

２，０３２ 
 

１，４１７ 

 ２，０３２ 
 

１，０６７ 

 ２，０３２ 
 

１，３８１ 

 

投資その他の資産合計 ３，４５０ 14.6 ３，１００ 12.5 ３，４１４ 14.1 

固 定 資 産 合 計 １３，４１８ 56.9 １３，３６２ 53.9 １３，４７７ 55.6 

Ⅲ 繰 延 資 産 ７ 0.0 １７ 0.1 ２１ 0.1 

２３，６０３ 100.0 ２４，７６１ 100.0 ２４，２３５ 100.0 資 産 合 計 
 

      
 



 
 

(東海リース株式会社) 

－23－ 

（単位：百万円） 
前中間会計期間末 
（平成 17年 9月 30日） 

当中間会計期間末 
（平成 18年 9月 30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成 18年 3月 31日） 

期 別 
 
科 目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 
（ 負 債 の 部 ）  ％  ％  ％ 
Ⅰ 流 動 負 債       
 支払手形 
買掛金 
短期借入金 
１年内償還予定社債 
未払法人税等 
前受リース収益 
賞与引当金 
役員賞与引当金 
その他 

 
 
※2 
※2 

１，２４１ 
７０５ 
９４１ 
１，０００ 
３４ 
１，８５４ 
９５ 
― 
４０５ 

 
 
 
 
 

１，３７３ 
７２８ 
６７０ 
８００ 
３５ 
２，０９５ 
１２０ 
１０ 
５５０ 

 １，２７６ 
１，０９０ 
８３８ 
８００ 
５３ 
１，９６９ 
１５０ 
― 
４７７ 

 

流 動 負 債 合 計 ６，２７８ 26.6 ６，３８３ 25.8 ６，６５５ 27.5 
Ⅱ 固 定 負 債       
 社債 
長期借入金 
退職給付引当金 
その他 

※2 
※2 

２，３５０ 
２，０８５ 
３３７ 
２３３ 

 ２，２００ 
１，８３７ 
３６２ 
1 

 １，３００ 
２，１５２ 
３５３ 
２０５ 

 

固 定 負 債 合 計 ５，００７ 21.2 ４，４０１ 17.8 ４，０１１ 16.5 
負 債 合 計 １１，２８５ 47.8 １０，７８５ 43.6 １０，６６７ 44.0 

（ 資 本 の 部 ）       
Ⅰ 資本金 ７，０５４ 29.9 ― ― ７，４３２ 30.7 
Ⅱ 資本剰余金       
1.資本準備金 １，８５６  ―  ２，２２８  
2.その他資本剰余金 ２，９８２  ―  ２，９８２  
資本剰余金合計 ４，８３９ 20.5 ―  ― ５，２１１ 21.5 
Ⅲ 利益剰余金       
1.任意積立金 ４１８  ―  ４１８  
2.当期未処分利益又は中間
未処理損失(△) △２８６  ―  ２１７ 

 

利益剰余金合計 １３１ 0.6 ― ― ６３６ 2.6 
Ⅳ その他有価証券評価差額金 ３０２ 1.3 ― ― ３００ 1.3 
Ⅴ 自己株式 △１０ △0.1 ― ― △１３ △0.1 
資 本 合 計 １２，３１７ 52.2 ― ― １３，５６７ 56.0 
負 債 ･資 本 合 計 ２３，６０３ 100.0 ― ― ２４，２３５ 100.0 

（ 純 資 産 の 部 ）       
Ⅰ 株主資本       
1.資本金 ―  ７，５８２ 30.6 ―  
2.資本剰余金       
（1）資本準備金 ―  ２，３７８  ―  
（2）その他資本剰余金 ―  ２，９８２  ―  
資本剰余金合計 ―  ５，３６１ 21.7 ―  
3.利益剰余金       
（1）その他利益剰余金       
役員退職積立金 ―  ３７６  ―  
繰越利益剰余金 ―  ４２２  ―  
利益剰余金合計 ―  ７９９ 3.2 ―  
4.自己株式 ―  △１７ △0.1 ―  
株主資本合計 ―  １３，７２６ 55.4 ―  

Ⅱ 評価・換算差額等       
その他有価証券評価差額金 ―  ２４９ 1.0 ―  
評価・換算差額等合計 ―  ２４９ 1.0 ―  
純資産合計 ―  １３，９７６ 56.4 ―  
負債純資産合計 ―  ２４，７６１ 100.0 ―  

       
  （注）記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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２．中 間 損 益 計 算 書 
（単位：百万円） 

前中間会計期間 
自 平成 17年 4月  1日 
至 平成 17年 9月 30日 

当中間会計期間 
自 平成 18年 4月  1日 
至 平成 18年 9月 30日 

前事業年度の要約損益計算書 
自 平成 17年 4月  1日 
至 平成 18年 3月 31日 

期 別 
 
 
科 目 

金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比 
  ％  ％  ％ 

Ⅰ 売上高 ５，９２１ 100.0 ５，８９１ 100.0 １１，７０６ 100.0 

Ⅱ 売上原価 ４，７０７ 79.5 ４，６８４ 79.5 ９，２８８ 79.3 

売上総利益 １，２１４ 20.5 １，２０７ 20.5 ２，４１８ 20.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 １，０２９ 17.4 ９６５ 16.4 ２，０２７ 17.3 

営業利益 １８４ 3.1 ２４１ 4.1 ３９０ 3.4 

Ⅳ 営業外収益     ※1 ４９ 0.8 ４９ 0.8 １６５ 1.4 

Ⅴ 営業外費用     ※2 ８３ 1.4 ９４ 1.6 １７６ 1.5 

経常利益 １５０ 2.5 １９６ 3.3 ３８０ 3.3 

Ⅵ 特別利益      ※3 ― ― １６０ 2.7 ２７６ 2.3 

Ⅶ 特別損失      ※4 ０ 0.0 ４ 0.1 ９ 0.1 

税引前中間(当期)純利益 １５０ 2.5 ３５３ 6.0 ６４６ 5.5 

法人税、住民税及び事業税 ２０ 0.3 ２０ 0.3 ３９ 0.3 

法人税等調整額 △０ △0.0 ― ― △２８ △0.2 

中間(当期)純利益 １３１ 2.2 ３３３ 5.7 ６３６ 5.4 

前期繰越損失 ４１８    ４１８  

当期未処分利益又は中間未処
理損失(△) 

△２８６    ２１７  

       
（注）記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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３．中間株主資本等変動計算書 
 
当中間会計期間（自 平成 18年 4月 1日 至 平成 18年 9月 30日） 

株主資本 
資本剰余金 利益剰余金 

項目 
資本金 

資本準備金 
その他資本
剰余金 

その他利益
剰余金 

自己株式 株主資本合計 

平成18年3月31日残高（百万円） 7,432 2,228 2,982 636 △13 13,266 
中間会計期間中の変動額       
新株の発行 150 150    300 
固定資産圧縮記帳積立金取崩       
剰余金の配当    △170  △170 
中間純利益    333  333 
自己株式の取得     △3 △3 
中間会計期間中の変動額合計
（百万円） 

150 150 ― 162 △3 459 

平成18年9月30日残高（百万円） 7,582 2,378 2,982 799 △17 13,726 
 

評価・換算差額等 
項目 その他有価証券

評価差額金 
純資産合計 

平成18年3月31日残高（百万円） 300 13,567 
中間会計期間中の変動額   
新株の発行  300 
固定資産圧縮記帳積立金取崩   
剰余金の配当  △170 
中間純利益  333 
自己株式の取得  △3 
株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（百万円） 

△50 △50 

中間会計期間中の変動額合計
（百万円） 

△50 408 

平成18年9月30日残高（百万円） 249 13,976 
 
 
（注）その他利益剰余金の内訳 

項目 役員退職積立金 
固定資産圧縮記帳
積立金 

繰越利益剰余金 合計 

平成18年3月31日残高（百万円） 376 41 217 636 
中間会計期間中の変動額     
固定資産圧縮記帳積立金取崩  △41 41 ― 
剰余金の配当   △170 △170 
中間純利益   333 333 
中間会計期間中の変動額合計
（百万円） 

 △41 204 162 

平成18年9月30日残高（百万円） 376 ― 422 799 
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４．中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 （１）資産の評価基準及び評価方法 
１）たな卸資産 
①資材及び貯蔵品・・・主要資材であるベニヤ板は、総平均法による原価法によっております。 

その他の資材及び貯蔵品は、最終仕入原価法によっております。 
②未成工事支出金・・・個別原価法によっております。 
２）有価証券 
①子会社株式  ・・・・移動平均法による原価法によっております。 
②その他有価証券 
時価のあるもの・・中間決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。（評価差額は、全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 
時価のないもの・・移動平均法による原価法によっております。 

 
 （２）固定資産の減価償却の方法 
１）有形固定資産 
①リース用資産・・・定額法によっております。なお、仮設建物及びユニットハウスの耐用年数は７～１６年、

その他のリース用資産の耐用年数は５～７年を用いております。 
②社用資産 
建      物・・・法人税法に規定する方法による定額法によっております。 
建物以外の社用資産・・・法人税法に規定する方法による定率法によっております。 

２）無形固定資産 
法人税法に規定する方法による定額法によっております。ただし、自社利用のソフトウェアについては、
社内における利用可能期間（５年以内）に基づく定額法によっております。 

 
（３）繰延資産の処理方法 
１）新株交付費 ３年間にわたり均等償却しております。 
２）社債発行費 ３年間（３年以内に社債償還の期限が到来するときは、その期限内）にわたり均等償却し

ております。 
 
 （４）引当金の計上基準 
１）貸倒引当金 
中間期末現在に有する債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等の個別債権については回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
２）賞与引当金 
従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 
３）役員賞与引当金 
役員の賞与の支給に充てるため、当事業年度における支給見込額の当中間会計期間負担額を計上しております。 

４）退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当
中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 
なお、会計基準変更時差異（381百万円）については、15年による按分額を費用処理しております。 
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（5年）に基づく定率法により、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。 

 
（５）リース売上高の計上基準 
リース物件の工事完成日にリース契約期間中のリース料、付帯工事代及び運賃等の全額をリース売上高及び
売掛金に計上しております。 
なお、リース期間未経過分のリース料、付帯工事代（解体工事代）及び運賃（引取運賃）は中間期末におい
て、リース売上高から控除するとともに前受リース収益として計上しております。 

 
（６）リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 

（７）ヘッジ会計の方法 
借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行なっております。なお、金利スワップにつ
いては特例処理を採用しており、有効性の評価は省略しております。 
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（８）消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
なお、仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動負債の「その他」に含めて表示しております。 
 
 

（中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更） 
前 中 間 会 計 期 間 
自 平成17年 4月 1日 
至 平成17年 9月30日 

当 中 間 会 計 期 間 
自 平成18年 4月 1日 
至 平成18年 9月30日 

前 事 業 年 度 
自 平成17年 4月 1日 
至 平成18年 3月31日 

 (役員賞与に関する会計基準) 
当中間会計期間より「役員賞与に関
する会計基準」(企業会計基準第４号 
平成17年11月29日)を適用しておりま
す。 
この結果、従来の方法に比べて営業
利益、経常利益及び税引前中間純利益
はそれぞれ10百万円減少しておりま
す。 
 
 
(貸借対照表の純資産の部の表示に関
する会計基準) 
当中間会計期間より、「貸借対照表
の純資産の部の表示に関する会計基
準」(企業会計基準第５号 平成17年12
月9日)及び「貸借対照表の純資産の部
の表示に関する会計基準等の適用指
針」(企業会計基準適用指針第８号 平
成17年12月9日)を適用しております。 
これまでの資本の部の合計に相当す
る金額は13,976百万円であります。 
なお、当中間会計期間における中間
貸借対照表の純資産の部については、
中間財務諸表等規則の改正に伴い、改
正後の中間財務諸表等規則により作成
しております。 
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注記事項 
  （中間貸借対照表関係） 
前中間会計期間 末 
（平成17年 9月30日） 

当中間会計期間 末 
（平成18年 9月30日） 

前 事 業 年 度 末 
（平成18年 3月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 
 8,169百万円 
 

※２．担保に供している資産 
担保資産 
リース用資産 722百万円 
建 物 2,608百万円 
土 地 3,577百万円 
計 6,908百万円 
 

担保されている債務 
社 債 1,600百万円 
長期借入 金 2,085百万円 
短期借入 金 865百万円 
(1年内返済長期借入金) 
１年内償還予定社債 1,000百万円 
計 5,551百万円 

 
※３．リース用資産の内訳 
仮 設 建 物 1,514百万円 
ユニットハウス 1,448百万円 
そ の 他 364百万円 
計 3,326百万円 

 
４．受取手形裏書譲渡高 
 711百万円 
 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 
 8,486百万円 
 

※２．担保に供している資産 
担保資産 
リース用資産 663百万円 
建 物 2,488百万円 
土 地 3,393百万円 
計 6,544百万円 
 

担保されている債務 
社 債 800百万円 
長期借入 金 1,837百万円 
短期借入 金 670百万円 
(1年内返済長期借入金) 
１年内償還予定社債 800百万円 
計 4,108百万円 

 
※３．リース用資産の内訳 
仮 設 建 物 1,960百万円 
ユニットハウス 1,458百万円 
そ の 他 363百万円 
計 3,783百万円 

 
４．受取手形裏書譲渡高 
 757百万円 
 
※５．中間会計期間末日満期手形の
処理 
中間会計期間末日満期手形は
手形交換日をもって決済処理
しております。従って、当中
間会計期間末日は金融機関の
休日のため、受取手形0百万
円、受取手形裏書譲渡高54百
万円を、10月２日に決済処理
しております。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 
 8,270百万円 
 

※２．担保に供している資産 
担保資産 
リース用資産 692百万円 
建 物 2,559百万円 
土 地 3,393百万円 
計 6,644百万円 
 
担保されている債務 
社 債 800百万円 
長期借入 金 2,152百万円 
短期借入 金 812百万円 
(1年内返済長期借入金) 

１年内償還予定社債 800百万円 
計 4,565百万円 

 
※３．リース用資産の内訳 
仮 設 建 物 1,728百万円 
ユニットハウス 1,479百万円 
そ の 他 296百万円 
計 3,504百万円 

 
４．受取手形裏書譲渡高 
 565百万円 
 



 
 

(東海リース株式会社) 

－29－ 

（中間損益計算書関係） 
前 中 間 会 計 期 間 
自 平成17年 4月 1日 
至 平成17年 9月30日 

当 中 間 会 計 期 間 
自 平成18年 4月 1日 
至 平成18年 9月30日 

前 事 業 年 度 
自 平成17年 4月 1日 
至 平成18年 3月31日 

※１．営業外収益の主要項目 
賃 貸 収 入 31百万円 

 
 
※２．営業外費用の主要項目 
支 払 利 息 26百万円 
社 債 利 息 36百万円 

 
 
 
 
 
 
※４．特別損失の主要項目 
固定資産除却損 0百万円 

 
 
５．減価償却実施額 
有形固定資産 295百万円 
無形固定資産 0百万円 

 
 
６．税効果会計 
当中間会計期間における税額
計算については、固定資産圧縮
記帳積立金を利益処分により
取り崩したものとみなして計
算しております。 

※１．営業外収益の主要項目 
賃 貸 収 入 31百万円 

 
 
※２．営業外費用の主要項目 
支 払 利 息 36百万円 
社 債 利 息 25百万円 

 
 
※３．特別利益の主要項目 
投資有価証券売却益 155百万円 

 
 
※４．特別損失の主要項目 
固定資産除却損 4百万円 

 
 
５．減価償却実施額 
有形固定資産 292百万円 
無形固定資産 0百万円 

 
 

 

※１．営業外収益の主要項目 
受取配当金 82百万円 
賃 貸 収 入 63百万円 

 
※２．営業外費用の主要項目 
支 払 利 息 68百万円 
社 債 利 息 56百万円 

 
 
※３．特別利益の主要項目 
投資有価証券売却益 276百万円 

 
 
※４．特別損失の主要項目 
固定資産除却損 9百万円 

 
 
５．減価償却実施額 
有形固定資産 585百万円 
無形固定資産 1百万円 

 
 
 

 
 
（中間株主資本等変動計算書関係） 
当中間会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日） 
１ 自己株式に関する事項 
株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 81,624 12,204 ― 93,828 
（変動事由の概要） 
増加数の内訳は、次のとおりであります。 
 単元未満株式の買取りによる増加 12,204株 
 
 
（リース取引関係） 
半期報告書をＥＤＩＮＥＴにより開示するため記載を省略しております。 
 
 

（有価証券関係） 
前 中 間 会 計 期 間 
自 平成17年 4月 1日 
至 平成17年 9月30日 

当 中 間 会 計 期 間 
自 平成18年 4月 1日 
至 平成18年 9月30日 

前 事 業 年 度 
自 平成17年 4月 1日 
至 平成18年 3月31日 

子会社株式で時価のあるものは、あり
ません 

同左 同左 

 
 


